
[bookmark: _mxwk1bzadwm]シェアオフィス利用契約書

シェアオフィス運営事業者　　　　　　　　　　　　　　　　（以下「甲」という。）と、利用者　　　　　　　　　　　　　　　　（以下「乙」という。）は、甲が管理・運営するシェアオフィスの利用について、次のとおりシェアオフィス利用契約（以下「本契約」という。）を締結する。

[bookmark: _ls9rp0ifz3ba]第1条（目的）
1. 本契約は、甲が運営するシェアオフィス（以下「本施設」という。）を乙が利用するにあたり、利用条件、施設及び設備の管理、利用料金、禁止事項、契約期間、契約解除、損害賠償その他必要な事項を定め、甲乙間の権利義務を明確にすることを目的とする。
2. 甲及び乙は、本施設が複数の利用者によって共同利用される施設であることを理解し、相互の権利及び利益を尊重しながら、本施設の安全かつ円滑な運営に協力するものとする。
3. 本契約は、乙に対して本施設のうち契約で定める範囲を利用する権利を付与するものであり、施設全体の独占的な使用権を付与するものではない。

[bookmark: _f8h76x32p8zm]第2条（対象施設）
1. 本契約の対象となる本施設の内容は、次のとおりとする。
	項目
	内容

	施設名称
	

	施設所在地
	

	運営事業者名
	

	利用区画
	□ 共用席　□ 固定席　□ 個室　□ その他（　　　　　　）

	利用区画番号
	

	利用可能面積
	約　　　　　　㎡

	利用可能設備
	□ デスク　□ 椅子　□ Wi-Fi　□ 電源　□ 複合機　□ 会議室　□ その他（　　　　　　）

	利用可能時間
	時　　　分 ～ 　　　　時　　　分

	利用可能曜日
	□ 平日　□ 土日祝日　□ 全日　□ その他（　　　　　　）

	最大利用人数
	名

	その他
	


2. 乙が利用できる施設、設備及びサービスの範囲は、本契約、別紙利用条件及び甲が事前に提示する施設利用規則に従うものとする。
3. 甲は、施設の維持管理、安全確保その他合理的な理由がある場合、乙に事前通知を行ったうえで、利用区画又は設備の配置を変更することができる。ただし、緊急の場合は事後通知とすることができる。
4. 前項の変更により乙の利用条件に重大な影響が生じる場合、甲乙は利用料金の調整、代替区画の提供その他必要な措置について協議するものとする。

[bookmark: _3rud38gwtwo7]第3条（契約の性質）
1. 本契約は、本施設の共同利用及びこれに付随するサービスの提供を目的とする施設利用契約として締結する。
2. 甲及び乙は、本契約の名称又は形式にかかわらず、実際の利用形態、区画の独立性、占有状況その他の事情によっては、借地借家法その他の法令が適用される場合があることを確認する。
3. 本契約は、乙に対して本施設の所有権その他の物権を移転するものではない。
4. 乙は、本契約により認められた範囲を超えて、本施設を第三者に利用させ、又は自己の権利を主張することはできない。

[bookmark: _3bkp1pb32q2d]第4条（利用目的）
1. 乙は、本施設を次の目的で利用するものとする。
	項目
	内容

	主な利用目的
	□ 事務作業　□ リモートワーク　□ 法人業務　□ 打合せ　□ その他（　　　　　　）

	事業内容
	

	利用者区分
	□ 個人　□ 個人事業主　□ 法人

	予定利用人数
	名

	来客の有無
	□ あり　□ なし

	その他
	


2. 乙は、法令に違反する事業、公序良俗に反する活動、他の利用者の業務を妨害する活動その他甲が事前に明示した禁止用途に本施設を利用してはならない。
3. 乙が利用目的を変更する場合、事前に甲へ申し出るものとし、施設運営に重大な影響を及ぼす変更については甲の承諾を得なければならない。
4. 乙は、本施設を居住、宿泊その他本契約で認められていない用途に使用してはならない。

[bookmark: _edg2fdjdwqph]第5条（利用申込み及び契約成立）
1. 乙は、本施設の利用を希望する場合、甲が指定する申込書その他必要書類を提出するものとする。
2. 甲は、申込内容、利用目的、施設の利用状況その他合理的な事情を確認し、利用の可否を判断する。
3. 本契約は、甲乙双方が契約内容に合意し、署名、記名押印又は適法な電子契約手続を完了した時点で成立する。
4. 甲は、契約締結に際し、本人確認書類、法人登記事項証明書その他合理的に必要な資料の提出を求めることができる。
5. 乙は、申込時に提供した情報に変更が生じた場合、速やかに甲へ届け出るものとする。

[bookmark: _uml4n0lbq5u7]第6条（契約期間）
1. 本契約の契約期間は、次のとおりとする。
	項目
	内容

	契約開始日
	年　　　月　　　日

	契約終了日
	年　　　月　　　日

	契約期間
	か月

	契約更新
	□ 自動更新　□ 協議更新　□ 更新なし

	更新単位
	か月

	更新通知期限
	契約終了日の　　　　　　日前

	その他
	


2. 自動更新を選択した場合、甲又は乙から契約終了日の所定期限までに更新しない旨の通知がないときは、本契約は同一条件で所定の期間更新されるものとする。ただし、法令上必要な手続又は別途合意がある場合は、それに従う。
3. 更新に伴う利用料金その他の契約条件の変更については、甲乙協議のうえ決定するものとする。
4. 本契約が期間満了により終了する場合、乙は契約終了日までに利用区画を明け渡し、貸与物を返還するものとする。ただし、強行法規により異なる取扱いが必要となる場合は、その定めに従う。

[bookmark: _3trzpy4azigr]第7条（利用料金及び支払条件）
1. 乙は、本施設の利用の対価として、次の料金を甲に支払うものとする。
	項目
	金額・条件

	月額利用料金
	金　　　　　　　　　円（税込）

	初期登録費用
	金　　　　　　　　　円（税込）

	保証金・預り金
	金　　　　　　　　　円

	共益費
	金　　　　　　　　　円（税込）

	会議室利用料金
	金　　　　　　　　　円（税込）

	オプションサービス料金
	金　　　　　　　　　円（税込）

	支払方法
	□ 銀行振込　□ クレジットカード　□ 口座振替　□ その他（　　　　　　）

	支払期限
	毎月　　　　　　日

	振込手数料
	□ 甲負担　□ 乙負担

	その他
	


2. 乙は、甲が指定する方法及び期限に従い、利用料金を支払うものとする。
3. 月の途中で契約が開始又は終了する場合の利用料金は、次の方法により計算する。
　□ 日割計算する
　□ 月額料金の全額を適用する
　□ その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　）
4. 電気料金、通信料金、複合機利用料金その他の付随費用について、別途料金が発生する場合は、甲が事前に提示した料金表に従うものとする。
5. 甲は、物価変動、維持管理費の増加その他合理的な事情により料金改定が必要となった場合、乙に改定内容及び理由を通知し、契約条件の変更について協議するものとする。

[bookmark: _tzd6skqskuij]第8条（保証金及び預り金）
1. 甲が保証金又は預り金を受領する場合、その金額、目的及び返還条件は第7条及び本条に定めるところによる。
2. 保証金又は預り金は、乙の未払利用料金、設備損傷に伴う賠償金その他本契約に基づく乙の金銭債務を担保する目的で預託されるものとする。
3. 本契約終了後、甲は乙の未払債務及び正当に控除できる費用を精算し、残額を契約終了日から　　　　日以内に乙へ返還するものとする。
4. 甲が保証金等から金額を控除する場合、その内容及び算定根拠を乙へ明示するものとする。
5. 保証金等には、別途合意がある場合を除き、利息を付さないものとする。

[bookmark: _71v3xv4k5uu]第9条（施設及び設備の利用）
1. 乙は、本施設及び付属設備を通常の使用方法に従い、善良な管理者の注意をもって利用するものとする。
2. 乙は、設備の使用にあたり、甲が定める操作方法、安全上の注意事項及び利用時間を遵守するものとする。
3. 乙は、設備に故障、破損その他の異常を発見した場合、速やかに甲へ報告するものとする。
4. 乙は、甲の事前承諾なく、設備の移設、改造、分解又は設定変更を行ってはならない。
5. 共用設備については、他の利用者の利用を妨げないよう配慮し、合理的な利用時間及び利用方法を守るものとする。

[bookmark: _kjet0cmatk0p]第10条（共用スペースの利用）
1. 乙は、ラウンジ、休憩室、キッチン、通路その他の共用スペースについて、甲が定める利用条件に従って使用することができる。
2. 乙は、共用スペースを長時間独占し、他の利用者の利用を不当に妨げてはならない。
3. 乙は、共用スペースの利用後、使用した設備及び備品を所定の状態に戻し、清潔な状態を維持するものとする。
4. 共用スペースに私物を放置することは禁止する。ただし、甲が指定する保管場所については、この限りでない。
5. 甲は、施設運営上必要な場合、事前に周知したうえで共用スペースの利用方法又は利用時間を変更することができる。

[bookmark: _vux0t2tlbhxd]第11条（入退室管理及びセキュリティ）
1. 甲は、本施設の安全管理のため、入退室管理システム、ICカード、暗証番号その他の認証手段を導入することができる。
2. 乙は、甲から交付された認証手段を適切に管理し、第三者に貸与、譲渡又は共有してはならない。
3. 認証手段の紛失、盗難又は不正利用のおそれが生じた場合、乙は直ちに甲へ連絡するものとする。
4. 甲は、施設の防犯及び安全確保を目的として、防犯カメラその他の設備を設置することができる。この場合、撮影場所、利用目的、保存期間その他必要な事項を適切に周知するものとする。
5. 乙は、施設の施錠、入退室手続その他甲が定めるセキュリティ上の措置に協力するものとする。

[bookmark: _9kbzxhyqdoy6]第12条（インターネット及び通信設備）
1. 甲は、契約内容に応じて、乙にインターネット接続環境その他の通信設備を提供する。
2. 乙は、通信設備の利用にあたり、法令及び甲が定めるネットワーク利用規則を遵守するものとする。
3. 乙は、不正アクセス、マルウェアの送信、大量通信による設備への過度な負荷その他通信環境の安全性又は安定性を損なう行為を行ってはならない。
4. 甲は、通信設備の保守、障害対応及び安全管理のため、合理的な範囲で通信サービスを一時停止することができる。
5. 甲は、通信環境の安定的な提供に努めるものとするが、通信速度、接続の継続性又は特定の業務への適合性を保証するものではない。ただし、甲の責めに帰すべき事由による損害については、第21条に従う。
6. 乙は、自己の業務情報及び電子データについて、必要なバックアップ、アクセス制御その他の情報セキュリティ対策を実施するものとする。

[bookmark: _rzya5ggu17eu]第13条（会議室及び付帯サービス）
1. 乙は、契約内容及び甲が定める予約手続に従い、会議室、応接室その他の付帯設備を利用することができる。
2. 会議室等の利用に追加料金が発生する場合、甲はその料金及びキャンセル条件を事前に提示するものとする。
3. 乙は、予約時間を遵守し、利用終了後は設備及び備品を原状に戻すものとする。
4. 乙が会議室等を利用する際に招き入れた来訪者については、乙が必要な案内及び管理を行うものとする。
5. 甲は、設備故障その他やむを得ない事情により予約された施設を提供できない場合、速やかに乙へ通知し、代替施設の提供、料金返還その他合理的な対応を行うものとする。

[bookmark: _q4iaj1hd6yg9]第14条（来訪者及び第三者の利用）
1. 乙が来訪者を本施設へ招き入れる場合、甲が定める受付手続及び利用条件に従うものとする。
2. 乙は、来訪者に対し、本施設の利用規則及び禁止事項を遵守させるものとする。
3. 乙は、甲の承諾なく、本契約に基づく利用権を第三者へ譲渡、転貸又は再許諾してはならない。
4. 乙の来訪者が本施設の設備を破損し、又は他の利用者に損害を与えた場合、乙の責任の有無及び範囲は、乙の管理状況、当該来訪者の行為その他の事情に応じ、関係法令に従って判断するものとする。
5. 甲は、安全管理上必要な場合、合理的な理由を示したうえで来訪者の入館を制限することができる。

[bookmark: _sf6slxkj01mn]第15条（住所利用及び法人登記）
1. 乙が本施設の所在地を事業上の住所、郵便物の送付先又は法人登記上の本店所在地として使用する場合、事前に甲の承諾を得るものとする。
2. 住所利用及び法人登記の可否は、次のとおりとする。
	項目
	利用条件

	事業用住所としての利用
	□ 可　□ 不可

	法人登記
	□ 可　□ 不可

	名刺・Webサイトへの住所掲載
	□ 可　□ 不可

	郵便物の受取サービス
	□ あり　□ なし

	宅配便の受取サービス
	□ あり　□ なし

	郵便物転送サービス
	□ あり　□ なし

	追加利用料金
	金　　　　　　　　　円（税込）

	その他条件
	


3. 
乙は、住所利用に際し、甲又は本施設が乙の事業活動を保証し、又は乙の債務を負担するものと誤認させる表示をしてはならない。
4. 本契約が終了した場合、乙は、速やかに住所表示の変更、法人登記の変更その他必要な手続を行うものとする。
5. 法人登記の変更が必要となる場合、乙は契約終了日から　　　　日以内を目安として必要な手続を行い、甲の求めに応じて変更状況を報告するものとする。
6. 住所利用及び郵便物取扱サービスに関する詳細は、甲乙が別途合意する条件によるものとする。

[bookmark: _mzc8ajpppp1c]第16条（郵便物及び宅配物の取扱い）
1. 甲が郵便物又は宅配物の受取サービスを提供する場合、その対象、受取方法、保管期間及び引渡方法は、甲が事前に提示する条件によるものとする。
2. 甲は、現金、有価証券、危険物、生鮮食品、冷蔵又は冷凍を要する物品その他管理上不適切な物品の受取りを断ることができる。
3. 乙は、郵便物等を甲が定める保管期間内に受け取るものとする。
4. 保管期間を経過した郵便物等については、甲は乙に通知し、返送その他適切な方法で処理することができる。
5. 甲は、受領した郵便物等について合理的な注意をもって管理するものとし、甲の責めに帰すべき紛失、破損その他の損害については関係法令に従い責任を負う。

[bookmark: _o58f0t74m9rl]第17条（禁止事項）
乙は、本施設の利用にあたり、次の各号に掲げる行為を行ってはならない。
1. 法令又は公序良俗に違反する行為
2. 他の利用者又は施設関係者に対する暴力、威嚇、嫌がらせ、誹謗中傷その他の迷惑行為
3. 他の利用者の業務、会議又は施設利用を不当に妨害する行為
4. 本施設内での無断営業、勧誘、物品販売又はイベント開催
5. 甲の承諾を得ない施設内での撮影、録音又は配信のうち、他の利用者の権利利益を侵害する行為
6. 他の利用者の個人情報、営業秘密その他の非公開情報を不正に取得又は利用する行為
7. 施設設備の無断改造、破損又は不適切な使用
8. 危険物、違法薬物その他施設の安全を害する物品の持込み
9. 甲が指定する場所以外での喫煙又は火気の使用
10. 甲の承諾を得ない第三者への利用権の譲渡又は転貸
11. 本施設を居住又は宿泊目的で使用する行為
12. その他、合理的な理由に基づき甲が事前に明示した施設利用規則に違反する行為

[bookmark: _3tfv8edpxfwl]第18条（施設の維持管理及び修繕）
1. 甲は、本施設及び甲が提供する設備について、契約内容に従った利用が可能となるよう、必要な維持管理及び修繕を行うものとする。
2. 乙は、施設又は設備に不具合を発見した場合、速やかに甲へ通知するものとする。
3. 乙の故意又は過失によって施設又は設備に損傷が生じた場合、乙は、その責任に応じて合理的な修繕費用を負担するものとする。
4. 通常の使用による損耗、経年劣化その他乙の責めに帰することのできない損傷については、原則として甲が修繕費用を負担するものとする。
5. 甲が修繕工事を実施する場合、緊急の場合を除き、乙に事前通知を行い、業務への影響をできる限り軽減するよう努めるものとする。

[bookmark: _srwdjgn5yixy]第19条（清掃及び衛生管理）
1. 甲は、共用スペースその他甲が管理する区域について、合理的な範囲で清掃及び衛生管理を行うものとする。
2. 乙は、自己の利用区画及び使用した設備を清潔に保ち、ゴミの分別、廃棄その他甲が定める衛生管理ルールを遵守するものとする。
3. 乙は、悪臭、騒音、害虫発生その他施設の衛生環境を悪化させる行為を行ってはならない。
4. 乙の利用に起因して特別な清掃又は消毒が必要となった場合、甲は、その原因及び乙の責任を確認したうえで、合理的な費用を請求することができる。

[bookmark: _nvlz9glcbn35]第20条（私物及び情報の管理）
1. 乙は、自己が持ち込むパソコン、書類、現金、貴重品その他の私物を自己の責任において適切に管理するものとする。
2. 乙は、共用スペースにおいて、第三者に閲覧又は取得されるおそれのある機密情報を適切に保護するものとする。
3. 甲は、本施設の防犯及び安全管理に合理的な注意を払うものとする。
4. 私物の紛失、盗難又は破損が生じた場合、甲の責任の有無及び範囲は、甲の管理状況、過失の有無その他の事情に応じて判断するものとする。
5. 乙は、本契約終了時に自己の私物を撤去するものとし、残置物がある場合の取扱いは第25条に従うものとする。

[bookmark: _sadw5tz8qjxu]第21条（事故及び損害賠償）
1. 甲又は乙が本契約に違反し、相手方に損害を与えた場合、当該当事者は、関係法令及び自己の責任の範囲に応じて損害を賠償するものとする。
2. 乙の故意又は過失により本施設の設備、備品又は建物に損害が生じた場合、乙は合理的な修繕費用その他相当因果関係のある損害を賠償するものとする。
3. 甲の故意又は過失により乙に損害が生じた場合、甲は法令に従い、その責任に応じて損害を賠償するものとする。
4. 天災地変、第三者の行為、通信障害その他の事情により損害が生じた場合、その責任の有無及び範囲は、各当事者の帰責事由及び具体的事情を踏まえて判断するものとする。
5. 本契約のいかなる規定も、法令上認められない範囲で甲又は乙の損害賠償責任を免除又は制限するものではない。

[bookmark: _9zai0ikcf6dy]第22条（施設利用の停止及び制限）
1. 甲は、次の各号に該当する場合、本施設の全部又は一部の利用を一時停止又は制限することができる。
（1）施設又は設備の点検、修繕若しくは保守を実施する場合
（2）火災、地震、風水害その他の災害が発生した場合
（3）停電、断水、通信障害その他施設運営に重大な支障が生じた場合
（4）利用者の安全確保のため緊急の対応が必要となった場合
（5）その他合理的な理由により施設の利用継続が困難となった場合
2. 甲は、利用停止又は制限を行う場合、緊急の場合を除き、事前に乙へ通知するものとする。
3. 利用停止が長期間に及び、乙が契約上予定された利用を十分に行えない場合、甲乙は利用料金の減額、代替施設の提供、契約終了その他必要な措置について協議するものとする。
4. 甲の責めに帰すべき事由による利用停止については、関係法令及び本契約に従って対応するものとする。

[bookmark: _hl6ea5c5ln9j]第23条（契約の中途解約）
1. 乙は、契約期間中であっても、解約希望日の　　　　日前までに甲へ通知することにより、本契約を中途解約することができる。ただし、借地借家法その他の強行法規が適用される場合は、その定めに従う。
2. 解約通知は、書面、電子メールその他甲乙が合意した方法により行うものとする。
3. 中途解約に伴う利用料金の精算は、第7条に定める方法によるものとする。
4. 解約手数料を定める場合、その金額及び算定方法は次のとおりとする。
	項目
	内容

	解約予告期間
	日前

	解約手数料
	金　　　　　　　　　円（税込）

	未利用期間の料金
	□ 日割返金　□ 返金なし　□ その他（　　　　　　）

	保証金の返還
	第8条に従う

	その他
	


5. 前項の条件は、消費者契約法その他関係法令に反しない範囲で適用するものとする。
6. 甲が自己の都合により契約期間中の終了を希望する場合、乙と協議し、合理的な予告期間及び必要な補償その他の条件について合意するものとする。ただし、法令に別段の定めがある場合は、それに従う。

[bookmark: _x8ar776ztln6]第24条（契約解除）
1. 甲又は乙は、相手方が本契約に違反した場合、相当の期間を定めて是正を求め、当該期間内に違反が是正されないときは、本契約を解除することができる。
2. 前項にかかわらず、相手方に重大な契約違反があり、契約関係の継続が困難と認められる場合には、関係法令に従い、催告を要せず本契約を解除することができる。
3. 次の各号に該当する場合、甲は、違反の内容及び程度に応じて、利用停止又は契約解除を検討することができる。
（1）利用料金の重大な滞納がある場合
（2）申込時に重要事項について虚偽の申告があった場合
（3）本施設を違法行為に利用した場合
（4）他の利用者又は施設関係者に重大な危害を加えた場合
（5）施設設備に重大な損害を与えた場合
（6）その他本契約の継続を著しく困難にする事情が生じた場合
4. 契約解除に伴う利用料金、保証金、損害賠償その他の精算については、関係法令及び本契約に従うものとする。
5. 本条に基づく解除は、解除当事者が相手方に対して有する損害賠償請求権を妨げないものとする。

[bookmark: _88k0rii35mun]第25条（契約終了時の明渡し及び原状回復）
1. 乙は、本契約終了時に、本施設の利用を終了し、貸与された鍵、ICカードその他の物品を甲へ返還するものとする。
2. 乙は、自己の私物、書類、機器その他の物品を撤去し、利用区画を通常の使用状態に戻すものとする。
3. 通常の使用による損耗及び経年劣化については、別途有効な合意がある場合を除き、乙は原状回復費用を負担しないものとする。
4. 乙の故意又は過失による損傷については、乙が合理的な修繕費用を負担するものとする。
5. 契約終了後に乙の残置物がある場合、甲は乙に対して撤去を求め、相当の期間を定めて対応を促すものとする。
6. 甲は、乙の所有物を法令上認められる手続によらず、無断で処分してはならない。
7. 原状回復費用又は残置物処理費用について争いが生じた場合、甲乙は、その必要性及び合理性を確認し、協議により解決を図るものとする。

[bookmark: _h5hhrxiwiax5]第26条（秘密保持及びプライバシー保護）
1. 甲及び乙は、本施設の利用又は運営を通じて知り得た相手方の営業秘密、業務情報その他秘密として取り扱うべき情報を、正当な理由なく第三者へ開示又は漏えいしてはならない。
2. 乙は、他の利用者の会話、書類、画面表示その他から偶然知り得た非公開情報についても、正当な権限なく取得、記録、利用又は開示してはならない。
3. 甲は、施設運営上取得した乙の個人情報を、個人情報保護法その他関係法令に従い適切に管理するものとする。
4. 法令に基づく開示請求その他正当な理由がある場合には、必要な範囲で情報を開示することができる。
5. 本条の秘密保持義務は、本契約終了後も　　　　年間存続するものとする。ただし、個人情報その他法令上保護される情報については、関係法令に従うものとする。

[bookmark: _aqzjoe46d3r0]第27条（反社会的勢力の排除）
1. 甲及び乙は、自ら及び自己の役員その他実質的に経営を支配する者が、暴力団、暴力団員、暴力団関係企業その他これらに準ずる反社会的勢力に該当しないことを表明し、保証する。
2. 甲及び乙は、反社会的勢力に対して資金提供、便宜供与その他の関与を行わないものとする。
3. 甲又は乙が前2項に違反した場合、相手方は、法令に従い、必要な措置を講じることができる。
4. 反社会的勢力による不当要求、威迫その他の行為が発生した場合、甲乙は必要に応じて警察その他関係機関へ相談し、被害防止に協力するものとする。

[bookmark: _45oe4xiparss]第28条（不可抗力）
1. 地震、台風、洪水、火災、感染症の大規模な流行、戦争、暴動、行政機関による命令その他当事者の合理的な支配を超える事由により、本契約上の義務の履行が困難となった場合、甲乙は速やかに相手方へ通知するものとする。
2. 前項の事由による履行不能又は履行遅延については、各当事者の帰責事由及び関係法令に従って責任の有無を判断するものとする。
3. 不可抗力の状態が長期間継続し、本契約の目的を達成することが困難となった場合、甲乙は契約条件の変更又は契約終了について協議するものとする。
4. 不可抗力により本施設を利用できない期間の利用料金については、利用不能の程度、契約の性質及び関係法令を踏まえて取り扱うものとする。

[bookmark: _fzdejnussl2s]第29条（契約内容の変更）
1. 本契約の内容を変更する場合、甲乙は原則として書面又は電磁的方法により合意するものとする。
2. 甲が施設利用規則その他の共通条件を変更する場合、変更内容、必要性、利用者への影響及び関係法令を踏まえ、適切な方法により周知するものとする。
3. 利用料金、利用区画、契約期間その他乙の重要な権利義務に影響する事項については、法令上有効な変更方法による場合を除き、甲乙の合意によって変更するものとする。
4. 本契約と施設利用規則との間に矛盾がある場合、法令に反しない範囲で、甲乙が個別に合意した本契約の内容を優先するものとする。

[bookmark: _tvybx7qmxb7y]第30条（権利義務の譲渡禁止）
1. 乙は、甲の事前の承諾なく、本契約に基づく利用権その他の権利義務を第三者へ譲渡し、承継させ、又は担保に供してはならない。
2. 甲が施設運営事業を第三者へ譲渡する場合、甲は、乙の契約上の権利利益に配慮し、法令に従って必要な通知及び手続を行うものとする。
3. 事業譲渡その他の事情により契約条件に重大な変更が生じる場合、甲乙はその取扱いについて協議するものとする。

[bookmark: _thcubwduut45]第31条（通知及び連絡）
1. 本契約に関する通知、請求、申出その他の連絡は、甲乙が届け出た住所、電子メールアドレスその他合意した連絡先に対して行うものとする。
2. 甲及び乙は、連絡先に変更が生じた場合、速やかに相手方へ通知するものとする。
3. 電子メールその他の電磁的方法による通知については、送信記録、到達状況その他の事情に基づき、その効力を判断するものとする。
4. 契約解除その他重要な通知については、法令及び本契約に従い、通知内容及び到達を確認できる方法を用いるよう努めるものとする。

[bookmark: _sbb994p6iw98]第32条（協議事項）
1. 本契約に定めのない事項又は本契約の解釈について疑義が生じた場合、甲乙は、関係法令及び取引慣行を踏まえ、誠意をもって協議し解決するものとする。
2. 本施設の利用に関して他の利用者との紛争が生じた場合、甲及び乙は、施設の安全及び円滑な運営に配慮し、必要な事実確認及び合理的な解決に協力するものとする。

[bookmark: _r9zriixnqw1l]第33条（準拠法及び管轄裁判所）
1. 本契約の成立、効力、解釈及び履行については、日本法を準拠法とする。
2. 本契約に関連して紛争が生じた場合、甲乙は、まず誠実な協議による解決に努めるものとする。
3. 協議によって解決しない場合、本契約に関する訴訟については、　　　　　　　　　地方裁判所又は　　　　　　　　　簡易裁判所を、法令上許される範囲で第一審の合意管轄裁判所とする。

[bookmark: _wq4a1jpboemm]契約締結欄
本契約締結の証として、本書2通を作成し、甲乙記名押印又は署名のうえ、各自1通を保有する。
なお、電子契約により締結する場合は、電磁的記録を作成し、甲乙が合意した電子署名その他適法な方法により契約を成立させ、各自その記録を保存するものとする。

契約締結日：　　　　年　　　月　　　日

甲（シェアオフィス運営事業者）
所在地：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

会社名・屋号：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者氏名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

電話番号：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

メールアドレス：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

署名又は押印：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

乙（利用者）
住所・所在地：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

氏名・法人名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者氏名（法人の場合）：　　　　　　　　　　　　　　　

電話番号：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

メールアドレス：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

署名又は押印：

